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１．GIGAスクール構想の背景
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社会背景 Society 5.0による人間中心の社会

Society 
5.0

必要なモノやサービスを、必
要な人に、必要な時に、必
要なだけ提供

サイバー空間とフィジカル空
間を高度に融合

経済発展と社会的課題の解決を両立

日々の暮らしが
ラクラク・楽しく

年齢・性別に関係なく皆に恩恵

より便利で安全・安心な生活

快適

活力 質の高い
生活

煩わしい作業から解放され、時間
を有効活用

＊内閣府作成資料より

狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、５番目の社会
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■地域別世界の人口（1950年～2100年）

◆世界の人口は2019年の77億人から、2100年には109億人（42%）へと増えると予測。
◆最も大幅な人口増加が起きると見られるのはインド、ナイジェリア、パキスタン、コンゴ民主共和国、エチオピア、タンザニア

連合共和国、インドネシア、エジプト、米国（予測される人口増が多い順）の9カ国。
（出典：国連経済社会局人口部が報告書「世界人口推計2019年版：要旨」を基に作成。）

世界の人口予測
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急激な
人口減少

現在
2021日本の人口予測

 内閣府HPより （国土交通省「国土の長期展望」2011を元に作成、データ出典は総務省「国勢調査」、

国土庁「日本列島における人口分布の長期的時系列分析、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口」）
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学習指導要領改訂の背景
人工知能が進化して、
人間が活躍できる職業は
なくなるのではないか。

今学校で教えていることは、
時代が変化したら

通用しなくなるのではないか。

キャシー・デビッドソン教授：※ニューヨーク市立大学大学院センター

■２０１１年に小学生になった子供の65％は将来、
今は存在していない職業に就くと予測。

マイケル・Ａ・オズボーン准教授; ※英・オックスフォード大学

■今後１０年～２０年程度で、半数近くの仕事
が自動化される可能性が高いと予測。

中教審答申
（H28.12)より

■「未来を予測する最善の方法は、それを発明することだ」

（アラン・ケイ氏 （カリフォルニア大学ロサンゼルス校准教授））

産業構造の変化に伴う職業の変化
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人工知能やロボット等による代替可能性が高い100種の職業
（50音順、並びは代替可能性確率とは無関係） ※ 職業名は、労働政策研究・研修機構「職務構造に関する研究」に対応

（引用元：野村総合研究所、日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に 2015年）

ＩＣ生産オペレーター／一般事務員／鋳物工／医療事務員／受付係／ＡＶ・通信機器組立・修理
工／駅務員／ＮＣ研削盤工／ＮＣ旋盤工／会計監査係員／加工紙製造工／貸付係事務員／学
校事務員／カメラ組立工／機械木工／寄宿舎・寮・マンション管理人／CADオペレーター／給食調

理人／教育・研修事務員／行政事務員（国）／行政事務員（県市町村）／銀行窓口係／

金属加工・金属製品検査工／金属研磨工／金属材料製造検査工／金属熱処理工／金属プレス
工／クリーニング取次店員／計器組立工／警備員／経理事務員／検収・検品係員／検針員／
建設作業員／ゴム製品成形工（タイヤ成形を除く）／こん包工／サッシ工／産業廃棄物収集運搬
作業員／紙器製造工／自動車組立工／自動車塗装工／出荷・発送係員／じんかい収集作業員
／人事係事務員／新聞配達員／診療情報管理士／水産ねり製品製造工／スーパー店員／生産
現場事務員／製パン工／製粉工／製本作業員／清涼飲料ルートセールス員／石油精製オペ
レーター／セメント生産オペレーター／繊維製品検査工／倉庫作業員／惣菜製造工／測量士／
宝くじ販売人／タクシー運転者／宅配便配達員／鍛造工／駐車場管理人／通関士／通信販売
受付事務員／積卸作業員／データ入力係／電気通信技術者／電算写植オペレーター／電子計
算機保守員（ＩＴ保守員）／電子部品製造工／電車運転士／道路パトロール隊員／日用品修理
ショップ店員／バイク便配達員／発電員／非破壊検査員／ビル施設管理技術者／ビル清掃員／
物品購買事務員／プラスチック製品成形工／プロセス製版オペレーター／ボイラーオペレーター
／貿易事務員／包装作業員／保管・管理係員／保険事務員／ホテル客室係／マシニングセン
ター・オペレーター／ミシン縫製工／めっき工／めん類製造工／郵便外務員／郵便事務員／有料
道路料金収受員／レジ係／列車清掃員／レンタカー営業所員／路線バス運転者
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（引用元：野村総合研究所、日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に 2015年）

アートディレクター／児童厚生員／バーテンダー／アウトドアインストラクター／シナリオライター／俳優／アナウン
サー／社会学研究者／はり師・きゅう師／アロマセラピスト／社会教育主事／美容師／犬訓練士／社会福祉施設
介護職員／評論家／医療ソーシャルワーカー／社会福祉施設指導員／ファッションデザイナー／インテリアコーディ
ネーター／獣医師／フードコーディネーター／インテリアデザイナー／柔道整復師／舞台演出家／映画カメラマン／

ジュエリーデザイナー／舞台美術家／映画監督／小学校教員／フラワーデザイナー／エコノミスト／商業

カメラマン／フリーライター／音楽教室講師／小児科医／プロデューサー／学芸員／商品開発部員／ペンション経
営者／学校カウンセラー／助産師／保育士／観光バスガイド／心理学研究者／放送記者／教育カウンセラー／人
類学者／放送ディレクター／クラシック演奏家／スタイリスト／報道カメラマン／グラフィックデザイナー／スポーツイ
ンストラクター／法務教官／ケアマネージャー／スポーツライター／マーケティング・リサーチャー／経営コンサルタ
ント／声楽家／マンガ家／芸能マネージャー／精神科医／ミュージシャン／ゲームクリエーター／ソムリエ／メイク

アップアーティスト／外科医／言語聴覚士／大学・短期大学教員／盲・ろう・養護学校
教員／中学校教員／幼稚園教員／工業デザイナー／中小企業診断士／理学療法士／広

告ディレクター／ツアーコンダクター／料理研究家／国際協力専門家／ディスクジョッキー／旅行会社カウンター係
／コピーライター／ディスプレイデザイナー／レコードプロデューサー／作業療法士／デスク／レストラン支配人／作
詞家／テレビカメラマン／録音エンジニア／作曲家／テレビタレント／雑誌編集者／図書編集者／産業カウンセ
ラー／内科医／産婦人科医／日本語教師／歯科医師／ネイル・アーティスト

人工知能やロボット等による代替可能性が低い100種の職業

※ 高等学校教員は、１０１～１０３種目の職業……らしい
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OECD 生徒の学習到達度調査（PISA2018）の結果

日本の教育の Strength 強み
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（出典：平成29年11月 国立教育政策研究所）

※ 調査では，コンピュータ内に仮想の人物達を作り，生徒は実際の人間の代わりに，この仮想の人物と協
同

Strength 強み

10



Strength 強み

（出典：令和２年12月、文部科学省「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）の調査結果」より）
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【過去の調査結果と比べて大きな変動があった設問の誤答分析】

○コンピュータ画面上での情報の理解＜世界の言語 問３＞

設問 １ページ目の「表」と２ページ目の
「文章」の矛盾点を説明する

誤答 表と文章の読み取りが正確にできておら
ず、矛盾点をうまく説明できていない

２画面にわたる「表」の情報と「文章」の情報を、それぞれ
整理し突き合わせることがうまくできなかった可能性

PISA2015 読解力の結果分析

日本の教育の Weakness 弱み
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できたこと 課題 キーボード
文字入力数

小
学
校
○ 整理された情報を読み
取ること

▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つ
け出し，関連付けること
▲ 情報を整理し、解釈すること
▲ 受け手の状況に応じて情報発信すること

5.9文字
／分

中
学
校

○ (同 小学校)
○ 一覧表示された情報を
整理・解釈すること

▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つ
け出し，関連付けること
▲ 情報を整理し、解釈すること
▲ 受け手の状況に応じて情報発信すること

15.6文字
／分

高
等
学
校

○ 整理された情報を読み
取ること
○ 少ない階層からなるウェ
ブページの情報を整理・
解釈すること

▲ 複数の情報がある多くの階層からなるウェブページから、目
的に応じて特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 複数の統計情報を条件に合わせて整理し、それらを根拠
として意見を表現すること
▲ ある事象の原因や傾向を推測するために、どのような情報
が必要であるかを明確にすること
▲ 多項目かつ桁数の多い数値のある表で示された統計情
報を表計算アプリケーションを使って数的な処理をすること

24.7文字
／分

情報活用能力調査（小・中・高等学校）

生徒質問紙調査から見える傾向（高等学校調査）
課題や問題点を解決しようとする場合に，「関連付け」，「取捨選択」，「優先順位付け」，「振り返り」
といったメタ認知的方略(※) を取る生徒ほど得点が高い。
※ 「メタ認知的方略」＝ 自己の認知活動を意識的にモニターしたりコントロールしたりする方略

※文部科学省実施

Weakness 弱み
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高校生の“自己肯定感”国際比較

（出典） 国立青少年教育振興機構「高校生の生活と意識に関する調査報告書
～日本・米国・中国・韓国の比較～」（２０１５年８月）

23.4

55.7

72.5

65.5

88.5

45.1

65.1

90.6

56.4

31.6

67.8

35.2

0 50 100

韓国

中国

米国

日本私は勉強が
得意な方だ

私は人並みの
能力がある

自分はダメな
人間だと思う
ことがある

High school student “ Self-Esteem “

Weakness 弱み
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我が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成30年度）の概要（内閣府調査）❶

Weakness 弱み
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教員の“自己効力感”国際比較 （出典）OECD国際教員指導環境調査(TALIS)
2018年調査結果報告書よりTeacher “ Self-Efficacy “

○ 日本の小中学校教員は､高い自己効力感を持つ教員の割合が低い傾向にある。
特に、「児童生徒に勉強ができると自信を持たせる」

「勉強にあまり関心を示さない児童生徒に動機付けをする」
「児童生徒が学習の価値を見出せるよう手助けする」

など、児童生徒の自己肯定感や学習意欲に関わる項目について低い。

○ また、「デジタル技術の利用によって児童生徒の学習を支援する（例:コンピュータ、

タブレット、電子黒板）」ことについても、高い自己効力感を持つ教員の割合が低い。

教員の

自己効力
感

Weakness 弱み
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PISA2009デジタル読解力調査
【 内 容 】 ■2009年調査では読解力を中心分野として、数学的リテラシー、

科学的リテラシーの3分野を調査。

※ 問題を解くために、「プリント読解力」に加えてホームページへのアクセス、ボタンの
クリック、 コピー＆ペースト、eメールの送受信、ウェブの掲示板への書き込み等、
いわゆるＩＣＴリテラシー に関する知識・技能が必要。

正答にたどり着くには別のサイトに移り目的の情報を探し出し、複数の選択肢から適切な情
報を見極める力が必要。ホームページへのアクセスやメールの送受信といった基本操作がで
きれば解答できるが、操作に習熟していないと、読解力があっても得点が伸び悩むこともある。
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国語の授業におけるコンピュータの使用状況
（PISA2009デジタル読解力調査） （出典：国立教育政策研究所Ｈ

Ｐ）
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数学の授業におけるコンピュータの使用状況
（PISA2009デジタル読解力調査）
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理科の授業におけるコンピュータの使用状況
（PISA2009デジタル読解力調査）
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（PISA2009デジタル読解力調査）
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◆生徒のICTの活用状況については、日本は、学校の授業(国語、数学、理科)におけるデジタル機器の利用時間が短く、OECD
加盟国（３７か国）中最下位。

◆学校外でのデジタル機器の利用状況はチャットやゲームに偏っている傾向がある（「ネット上でチャットをする」「１人用
ゲームで遊ぶ」頻度はOECD加盟国中１位） 。「コンピュータを使って宿題をする」頻度はOECD加盟国中最下位。

● 1週間のうち、教室の授業でデジタル機器を利用する時間

11.7

6.2

9.6

2.6

12.3

3.0

12.8

5.3

9.0

1.9

10.3

2.4

22.1

7.5

19.2

3.3

21.9

8.6

43.9

75.9

54.4

89.0

48.2

83.0

2.6

2.3

0.8

0.7

0.8

0.7

6.9

2.8

6.9

2.5

6.4

2.3

0 20 40 60 80 100

OECD

日本

OECD

日本

OECD

日本

週に1時間以上 週に30分以上、1時間未満 週に30分未満

利用しない この教科を受けていない 無回答・その他

国語

数学

理科

● 学校外での平日のデジタル機器の利用状況
（青色帯は日本の、★はOECD平均の「毎日」「ほぼ毎日」の合計）

87.4

47.7 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネット上でチャットをする

１人用ゲームで遊ぶ

★67.3（OECD平均）

★26.7（OECD平均）

★22.2（OECD平均）

コンピュータを使って宿
題をする

PISA（OECD生徒の学習到達度調査）2018から明らかになったこと（質問調査）
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◆テキストから情報を探し出す問題や、テキストの質と信ぴょう性を評価する問題などの正答率が比較的低い。

◆自由記述形式の問題において、自分の考えを他者に伝わるように根拠を示して説明することに引き続き課題。

PISA2018から明らかになったこと（読解力）

読解力の定義

【読解力の定義】

自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を

発達させ、社会に参加するために、テキストを

理解し、利用し、評価し、熟考し、これに取り組

むこと。

－テキスト中の情報にアクセスし、取り出す
－関連するテキストを探索し、選び出す

①情報を探し出す

－字句の意味を理解する
－統合し、推論を創出する

②理解する

－質と信ぴょう性を評価する
－内容と形式について熟考する
－矛盾を見つけて対処する

③評価し、熟考する

測
定
す
る
能
力

●2018年調査（読解力分野）の公開問題 【ラパヌイ島】

問１

問６

タブをクリックし、画面表示
する課題文を選ぶ。

問６ 【測定する能力 ②理解する】
２つの説に関する原因と結果を選択肢から
選び、ドラッグ＆ドロップ操作によりそれぞれ
正しい位置に移動させ、表を完成させる。

3種類の課題文で構成
○大学教授のブログ
○書評
○オンライン科学雑誌の記事

2018年調査は、全小問245題のうち約7割の173題がコンピュータ使用型調査用に開
発された新規問題。オンライン上の多様な形式を用いた課題文（投稿文、電子メール、
フォーラムへの参加回答など）を活用。

読解力分野のコンピュータ使用型調査の特徴

問１ 【測定する能力 ①情報を探し出す】

ある大学教授のブログを画面をスクロール
して読んだ上で、教授がフィールドワークを
始めた時期を選択して解答する。

新学習指導要領の実施による、①各教科等における言語能力の確実な育成、②情報活用能力の確実な育成、が必要

出典：生徒の学習到達度調査（PISA）2018（OECD） 23
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出典 OECD生徒の学習到達度調査（PISA2018）「ICT活用調査」

学校での使用頻度：ほかの生徒と共同作業をするために、コンピュータを使う

全くかほとんどない

OECD/PISA 2018年 ICT活用調査

その他
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主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・
ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び
対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と、学習評価の充実

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携･協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

学習指導要領改訂の考え方

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習
得など、新しい時代に求
められる資質･能力を育成
知識の量を削減せず、質
の高い理解を図るための
学習過程の質的改善

小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目「公共」の
新設など
各教科等で育む資質･能力を明確化し、目標や内容を構造
的に示す

学習内容の削減は行わない※

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現

※高校教育については、些末な事実的知識の暗記が大学入学者選抜で問われることが課題になっており、
そうした点を克服するため、重要用語の整理等を含めた高大接続改革等を進める。

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養
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新学習指導要領における「情報活用能力」の育成（ポイント）

情報活用能力を、言語能力、問題発見・解決能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け

小・中・高等学校共通のポイント （総則）

総則において、児童生徒の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報モラルを含む。）等の学習の基盤となる資質・能力を育成
するため、各教科等の特性を生かし、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとすることを明記。【総則】

 小学校においては、文字入力など基本的な操作を習得、新たにプログラミング的思考を育成
各教科等の特質に応じて、児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要となる情報手段の基本的な操作を習得するための学習活動や、プログラミング
を体験しながらコンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動を計画的に実施することを明記。【総則】

○平成２９年３月に小学校及び中学校、３０年３月に高等学校の新学習指導要領を公示。
○新学習指導要領を小学校は令和2（2020）年度、中学校は3（2021）年度から全面実施。高等学校は4（2022）年度から学年進行で実施。

学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実に配慮
総則において、情報活用能力の育成を図るため、各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用す
るために必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図ることに配慮することを明記。【総則】

 高等学校においては、情報科において共通必履修科目「情報Ⅰ」を新設し、全ての生徒がプログラミングのほか、ネットワーク
（情報セキュリティを含む）やデータベースの基礎等について学習
「情報Ⅰ」に加え、選択科目「情報Ⅱ」を開設。 「情報Ⅰ」において培った基礎の上に、情報システムや多様なデータを適切かつ効果的に活用し、あるいはコンテンツを創造する力を育成。【情報科】

 中学校においては、技術・家庭科（技術分野）においてプログラミング、情報セキュリティに関する内容を充実
「計測・制御のプログラミング」に加え、「ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミング」等について学ぶ。【技術・家庭科（技術分野）】

小・中・高等学校別のポイント（総則及び各教科等）

⇒ 学習指導要領の総則においてＩＣＴ環境を整備する必要性が規定されたのは初！

⇒ 学習指導要領に「情報活用能力」が規定されたのは初！

⇒ 小学校の学習指導要領に「プログラミング」が盛り込まれたのは初！

⇒ 全生徒がプログラミング等を学ぶ（現状２割→全員･必履修）

⇒ プログラミング、情報セキュリティに関する内容を充実！
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➢家電や自動車をはじめ身近な多くのものに
コンピュータが内蔵
→ 人々の生活を便利で豊かに

➢コンピュータをより適切、効果的に活用して
いくためには、その仕組みを知ることが重要

➢コンピュータはプログラミングで動いている
→コンピュータの仕組みを知る
→より主体的に活用できる

コンピュータが「魔法の箱」でなくなる
（ブラックボックスでなくなる）

なぜ小学校にプログラミング教育を導入するのか

「小学校プログラミング教育の手引（第二版）」（平成30年11月6日 文部科学省公表）より
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２．令和４年度予算（案）
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個別最適な学びを実現するためのＧＩＧＡスクール構想の推進
令和3年度補正予算額
令和4年度予算(案)額

201億円
33億円

○ 個別最適な学びを実現するため、ＧＩＧＡスクール構想を前倒し学習ツールの一つとして１人１台端末等を整備してきたが、
ネットワークや指導者端末など残された課題が存在

○ 必要な措置を講じた上で、構想を次なるSTEPに進めていく

（支援① 学校の運用支援、教師のサポート）
・学校への支援をワンストップで担う「GIGAスクール運営支援センター」を各都道府県等に緊急整備、全国一斉に学校ネットワークの点検・
応急対応の実施が必要

（支援② 教室環境の改善）
・子供だけでなく教師にも１人１台端末を整備するとともに、高機能なカメラやマイク、大型提示装置など遠隔授業実施環境の高度化の支援が必要。

（支援③ デジタル教科書の活用や配信基盤の整備）
・全ての小中学校等でデジタル教科書の活用を可能にするとともに、デジタル教科書や連携するデジタル教材等がより
スムーズに活用できるよう、 実際の使用状況を踏まえた課題解決や配信方法等の検証の実施が必要

・教職員支援機構における研修動画などを活用したオンライン研修の推進 ・GIGA StuDX推進チームによる指導方法に関するきめ細かな支援と発信
・中央教育審議会で教師の養成・採用・研修の在り方について検討中

ＳＴＥＰ３ ＧＩＧＡの基盤となるネットワークの改善・実装
ネットワークのアセスメントや、デジタル教科書の実証により、ネットワークのボトルネックなどの課

題が可視化されるため、その課題に応じて、事業者による対処等を行い、基盤の改善を目指す

ＳＴＥＰ１ これまでのＧＩＧＡスクール構想の取組
１人１台端末と学校ネットワーク環境等を急ピッチで整備し、令和３年度から本格運用が開始。（合計4,819億円）

＜更に次なる展開へ＞
●実証を踏まえたデジタル教科書の実装 ●全国学力調査のＣＢＴ化
●１人１台端末から得られる教育データの利活用 等

⇒ 運用を開始すると、様々な課題も顕在化。

ＳＴＥＰ２ 支援の加速によるＧＩＧＡの実装

課題① ✔運用に地域差がある ✔ネットワーク回線が遅い ✔教師に設定等の負担が集中
課題② ✔指導者用端末などが未整備・古い ✔遠隔授業実施環境が不十分 課題③ ✔デジタル教科書の導入が不十分

（※教師の指導力）

省
庁
横
断
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
な
ど
に
よ
り

関
係
省
庁
と
緊
密
に
連
携
し
て
課
題
に
対
応

【令和3年度補正予算額 52億円】 【令和4年度予算(案)額 10億円】

【令和3年度補正予算額 84億円】

【令和3年度補正予算額 65億円】 【令和4年度予算(案)額 23億円】
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GIGAスクール運営支援センター整備事業

背景・課題

事業内容

【その他】※原則「連携等実施型」

上記に該当しない自治体が単独で補助事業を実施

都道府県等と他市町村が連携、もしくは一定規模の
自治体が補助事業を実施
 単独での実施が困難な自治体に対しても支援を実施
 より広域性をもってスケールメリットが働く体制整備が可能と
なり、域内での知見の共有や地域差の解消等につながる

【連携等実施型】

以下に記載の通り補助割合等

実施主体 都道府県、市区町村

Ｒ３
補正

R４
年度

R５
年度

R６
年度

R７
年度
以降

連携等
実施型
補助割合

1/2 1/2 1/3 1/3 ー

民間事業者

ＧＩＧＡスクール運営支援センター

 学校や市区町村単位
を越えて “広域的“に
ＩＣＴ運用を支援

 専門性の高い技術的
支援等を“安定的”に
提供

 故障時等はメーカー等
と連携して支援

サポート依頼 ／ 遠隔・出張対応

センター

小規模な市区町村

中核的な自治体
（都道府県等）

体制構築
（ 協定等に基づく

経費分担等 ）

ICT支援員
（情報通信技術支援員）

学 校 ICTに係る日常的な教職員
の業務支援、学習支援等

※ICT支援員の雇用に係る
経費は別途地方財政措置

協議・連携

※国の補助事業はＲ６年度までを予定。
※「連携等実施型」以外での事業の実施についてもＲ３年度補正予算及び
Ｒ４年度予算に限り認めることとするが、その場合の補助割合は1/3とする。

文部科学省

補助業務委託

「GIGAスクール運営支援センター」
の整備を支援するため、
都道府県等が民間事業者へ業務
委託するための費用の一部を国が
補助

【主な業務委託内容】
◆ネットワーク点検・応急対応【R3補正】
◆ヘルプデスクの運営及びサポート対応
◆ネットワークトラブル対応
◆支援人材の育成
◆休日・長期休業等トラブル対応 等

１人１台端末環境による本格的な教育活動が全国の学校で展開される中、学校現場においては、端末・ネットワークトラブルへの対応や各種設定業務への対応
等、１人１台端末環境の円滑な運用を支える「運用面の支援」の更なる強化が求められていることを踏まえ、これまでの「人」中心の支援を、民間事業者を活用し
て学校のICT運用を広域的に支援する「組織」中心の支援体制へと発展・充実させ、より安定的な支援基盤を構築する必要がある。そのため、学校への支援をワ
ンストップで担う「GIGAスクール運営支援センター」を各都道府県等に整備するとともに、家庭への持ち帰り時における故障等の対応支援や、ICT支援人材の不
足・偏在の解消等を図ることにより、各自治体が自立してICT活用を進めるための運営支援体制の構築を支援する。

家 庭

休日・長期休業等
トラブル対応

支援人材
退職教員
民間企業OB
地域人材
等

“人材不足“
“ミスマッチ “

の解消へ

支援人材
育成

教職員や地域の支援人材
育成のための研修を提供

地 域

端末持ち帰り時の
運用支援
➤ 休日等／緊急時の
故障等のトラブル
対応

令和4年度予算額(案) 10億円
(新規)

令和3年度補正予算額 52億円
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ネットワーク環境の事前評価（アセスメント）の実施状況（令和３年５月末時点）

■事前評価において課題となった主な内容

・接続速度の不安定

・同時通信による通信回線圧迫の可能性

・センター集約型のため、回線が逼迫しており接続が不安定

・センターで集約してネットワークに接続しているため、利用が

集中し繋がりにくくなる等の課題があるため、各学校から直接

インターネットへ接続する方法に変更予定

・無線AP、端末の処理能力、性質の方がボトルネックになって

いるため、無線APのチューニング、増設、機器更新を計画

など

324

297

211

983

実施済：課題なし

実施済：課題有

実施予定あり

未実施

（17.9%）

（54.2%） （16.4%）

（11.6%）

■事前評価（アセスメント）の実施状況（設置者数）

 本年３月の通知で推奨した事前評価（アセスメント）を実施済で「課題なし」と回答した自治体は、17.9％
 アセスメントは学校教職員や教育委員会担当者のみで行うと、正確な評価や不具合原因の特定を行うのが困難な
ため、専門家の協力を得ることが重要となる。

32
「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査（令和３年５月末時点）」（令和３年８月文部科学省）



• 家庭用端末、ルータ等の貸出業務※既に自治体が購入・

リースしている物品に限る。支援センター事業者が用意した物品の貸出

業務は補助対象外

• 故障した端末のメーカーや端末導入業者への引き
渡し、引き取り業務

家庭向け機器貸出し対応、故障端末の引き渡し・受け取り

GIGAスクール運営支援センター 業務例

• 端末の故障やネットワークトラブル等が発生した際
の、遠隔による一時対応

• 電話・オンライン等の遠隔では対応できない場合、
必要に応じて技術者の派遣等によるサポート対応

ヘルプデスクの開設及びサポート対応

• 土日祝日、長期休業期間中等の端末持ち帰り時
の家庭からの問合せ窓口の設置

• 土曜日のみ問合せ窓口の開設
• チャットボット、メールでの対応

夜間・休日・長期休業等トラブル対応

• 学校内外のネットワークアセスメントの実施
• 学校内に限り、応急対応としてネットワーク機器等
の交換費用を補助（取り付け、設定費用も含
む）※学校施設の工事を伴う改修（施設整備）については補

助対象外

ネットワーク点検及び応急対応

• ICT支援員募集のための、求人広告（チラシ、
ホームページ等）の作成

• 学校配置までの研修の実施
• 研修会費用（報償費、資料代、場所代等）

ICT支援員の募集、配置までの研修等

• メーカーや販売店から戻ってきた端末の設定業務
• 予備機購入後の初期設定、キッティング業務

※有償ソフトの購入は補助対象外

• 破損した端末等に対する保険金請求手続きの
代行業務 ※保険加入のための費用は補助対象外

端末の設定等（予備機購入後の初期設定等）

• セキュリティポリシー作成、更新のための聞き取り調
査の実施

• 有識者を交えた会議の開催（報償費、会議費等）
• 作成、更新後の周知活動

セキュリティポリシーの作成・更新

• 運営支援センターが円滑に利用できるように、教育
委員会向け、学校向け、保護者向け、児童生徒
向け等自治体の設置する運営支援センターに沿っ
た問合せ窓口の広報のためのHP作成等の業務

教育委員会・学校向けの問い合わせ用HP作成
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「連携等実施型」事業イメージ（GIGAスクール運営支援センター整備事業）

都道府県
GIGAスクール運営支援センター

（民間事業者等）

都道府県が業務委託

Ａ県 教育事務所①

Ａ県 教育事務所②

Ａ県 教育事務所③

Ａ県 ●●市

センター

民間事業者の
オフィス等を使用
して遠隔対応
（ヘルプデスク）

Ａ県 ▲▲市

ネットワークトラブル対応

専門業者
の派遣

ヘルプデスク
による遠隔
サポート

サポーターの
派遣

➤全国一斉のネットワーク点検、点検結果に基づく校内のネット
ワーク機器交換等を含めた応急対応

➤ネットワークトラブルが発生した場合の対応 等

➤遠隔では解決できない故障対
応、各種設定業務等

➤教職員やICT支援人材の育
成のための研修を行うサポータ
ーを現地に派遣

➤ヘルプデスクの開設及び
日常的なサポート対応

➤休日・長期休業期間等も
ヘルプデスクを開設

GIGAスクール運営支援センター
支部・出張所

（例：教育事務所の施設の一部を使用 等）

（遠隔では解決できない）
ICT機器のトラブル対応 等

ICT機器のトラブル対応
端末設定方法問い合わせ 等

・都道府県が一括で業務委託
(※)必ずしも、共同調達は要しない

・都道府県と市町村間で協定を
締結。協定に基づく負担金を
市町村→県に対して支払い。

※例えば、教育事務所単位で「支部・出張所」を設置

34



３．令和３年度補正予算
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（個別最適な学びを実現するためのＧＩＧＡスクール構想の推進）
学校のICTを活用した授業環境高度化推進事業

１．背景・趣旨

学校のICTを活用した授業環境高度化に資する機器整備費用を補助

◆地方財政措置分（普通教室数分）を超えて指導者用端末等の機器を整備
する学校に対して補助

◆学校あたり補助上限額
＝（教員数 ー 普通教室数）× 単価4.5万円 × 補助率1/2

◆ただし、既に指導者用端末を整備済である場合、オンライン教育推進機器、遠
隔教育支援ツール（※）等のICTを活用した授業環境の高度化に資する機器に
ついても補助対象とする。
※ カメラ、マイク、大型提示装置、モバイルルーター、授業環境高度化什器類 等

２．事業内容

GIGAスクール構想の実現に向けた取組により、児童生徒１人１台端末をはじめとした学校におけるICT環境の整備が進む中、時間・場所等に制約され
ない子どもたちの発達段階等に応じた質の高い教育を実行するため、オンライン教育の授業環境を高度化するとともに、個別最適な学びの実現に向けて、
その環境を最大限活用して対面とオンラインのハイブリッド教育を更に充実化していく必要がある。
一方で、遠隔授業等のオンライン学習を本格化させている学校現場では、以下のような新たなニーズが発生している。
 教室で教師が指導者用端末を活用して授業を行いながら、もう１台の端末を使って自宅にいる児童生徒にも授業映像を配信する。
 少人数指導等によって増加した学習グループに対してオンライン学習を行う。
 指導者用端末を活用した学習指導等のため、オンライン教育推進機器や遠隔教育支援ツール等が新たに必要。

ｃ

３．補助経費・対象
◆補助対象

国・公・私立の小・中・高・特支等
◆補助率

公立、私立：１/２
国立：定額（上限4.5万円）

上記のような新たなニーズに対し早急に対応するため、教師に端末を追加整備する際に不足する分（教員数－普通教室数）をはじめ、
オンライン教育推進機器、遠隔教育支援ツール等のICTを活用した授業環境の高度化に資する機器等を追加的に整備する場合の経費
について補助するものとする。
＊令和３年度補正予算限りの措置とし、その後の整備については、既に地方財政措置が講じられている学習系端末と校務系端末の一元的な整備を進めることにより対応予定。

令和3年度補正予算額 84億円
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デジタルコンテンツとしてのデジタル教科書の配信基盤の整備

令和６年度からのデジタル教科書の本格的な導入に向けた令和４年の方針決定のため、実際の使用状況を踏まえた課題解決や
配信方法等の検証、及び将来的なコスト効率化に向けた解決策の検討が喫緊の課題。

現状、デジタル教科書は各教科書発行者等がコンテンツ作成だけでなく、アカウント管理、セキュリティ確保、クラウド配信環境構築等も
含め、 デジタル教科書の配信に必要な全ての環境を整備しており、コスト増に繋がっている可能性。

各発行者が各々の仕様で作り込みをしているため、①コンテンツが重くネットワーク負荷がかかる傾向にある、②仕様が様々で規模の
経済性が働く前提が整っていない、③アカウント管理や機能・操作性が様々で利便性が低い。

１．背景・課題

文部科学省としてデジタル教科書の要件定義を示し、各発行者等はそれに対応したデジタル
教科書・配信方法を開発し、実証
・コンテンツの作成と配信を分離した仕様の統一化によるデジタル教科書の利便性の向上・コスト圧縮
・デジタル教科書の利用料の設定・購入方法の変更
・各発行者はコンテンツの充実に注力可能（小規模発行者も対応が容易）
・コンテンツの軽量化促進により、配信コスト、ネットワーク負荷が低減

２．事業内容

令和３年度補正予算
額 30億円

（個別最適な学びを実現するためのＧＩＧＡスクール構想の推進）

デジタル教科書の全校での活用、学習者の利便性の向上、完全供給を支えるネットワーク
課題の検証、配信基盤の整備・検証
・通信回線速度が遅い学校でもデジタル教科書や連携するデジタル教材等が確実に届く配信基盤を実証
・先進自治体を検証しインターネット接続を高速化する多様な接続形態を提示
・自治体が共同利用するID統合管理/SSO機能及びセキュリティ/データセンター機能の基盤整備を実証
・SINETに初等中等教育段階用設備を構築し、多段となるネットワーク構成での自治体単位接続による
技術的な実証

 SSO機能や仕様の統一化等による学習者の利便性の向上
 配信データの軽量化や統合・集約基盤の構築による利用環境の向上・配信コストの縮減
 アカウント管理の自動化等による学校の負担軽減・管理運営コストの縮減
 実証事業の成果としてデジタル教科書の活用を促進するとともに、経費を縮減

デジタル教科書の配信イメージ

教科書出版社教科書出版社教科書発行者

標準仕様
の提示

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書
の提供

標準仕様準拠

配信事業者A 配信事業者B 配信事業者C

教育委員会 教育委員会 教育委員会 学校 学校

契約

※令和4年の方針決定にも反映
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↓ 滋賀県の参考事例
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＜学校における児童生徒用端末からのインターネット接続速度の実測結果から算出した同時利用率＞
（令和３年５月時点）

※２Mbpsは、遠隔授業の実施（テレビ会議）に必要な１人当たりの帯域。

・通信速度Download(Mbps)の実測値(8：00～9：00)から１人当たり２Mbpsを確保しようとした場合の同時
利用率 ( 算出方法：実測値 ÷ ( ２Mbps×児童生徒数 ) )

※協力校2,980校

 実測値から算出した同時利用率は、400人以下の学校では20％以上の割合が多くなる一方、401人以上の学校
では10％未満の割合が多くなる傾向が見られた。

学校規模

同時利用率（％）

10％未満
10％以上～
20％未満

20％以上～
50％未満

50％以上

～400人 180 280 670 1,064 

401～800人 274 197 169 4 

801人～ 94 37 11 0 

合 計 548 514 850 1,068

（学校数）
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【学校から直接インターネット接続の場合】

全体の約２０％

「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査（令和３年５月末時点）」（令和３年８月文部科学省）



＜学校における児童生徒用端末からのインターネット接続速度の実測結果から算出した同時利用率＞
（令和３年５月時点）

※２Mbpsは、遠隔授業の実施（テレビ会議）に必要な１人当たりの帯域。

・通信速度Download(Mbps)の実測値(8：00～9：00)から１人当たり２Mbpsを確保しようとした場合の同時
利用率 ( 算出方法：実測値 ÷ ( ２Mbps×児童生徒数 ) )

※協力校1,652校

 実測値から算出した同時利用率は、400人以下の学校では20％以上の割合が多くなる一方、401人以上の学校
では10％未満の割合が多くなる傾向が見られた。

学校規模
同時利用率（％）

10％未満
10％以上～
20％未満

20％以上～
50％未満

50％以上

～400人 173 233 353 449 

401～800人 219 86 48 1 

801人～ 75 11 4 0 

合 計 467 330 405 450

（学校数）
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【学校の回線を集約してインターネット接続する場合】

全体の約３０％

「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査（令和３年５月末時点）」（令和３年８月文部科学省）



3F

2F

1F

スイッチ

スイッチ

スイッチ

スイッチ

ルータ

スイッチ
VPN

集約拠点

学校

ファイア
ウォール

ISP（プロバイダ）

クラウド
サービス

光回線 LANケーブル

インターネット接続やアプリの動作が遅くなる原因（例）

インターネット

回線の帯域が狭い（E）
ベストエフォートで混雑（E）
セッションが少ない（E）

ファイアウォール、ルータ、スイッチ
等の性能が低い（D）

学校と集約拠点を接続する回
線の帯域が狭く混雑（E）

ファイア
ウォール

ケーブルの
規格が古く性
能が低い
（D）

回線の帯域が狭い（E）
ベストエフォートで混雑（E）
セッションが少ない（E）

サイト側のセキュリティによる
アクセス遮断（B）

クラウドサービスが混雑して
いる（B）

ファイアウォール、スイッチ、
プロキシサーバ、ルータ等
の性能が低い（D）

端末の同時利
用が多く無線AP
に接続できない
（C,D）

【不具合原因の分類】
A 機器・ネットワークの設定
B サイト側の制約
C 機器の配置、配線

D 機器の性能

E 通信の輻輳※

（契約・構成）

無線APのローミング設定要
因で接続が途切れる（A）
無線APの性能が低い（D）

機器の設定に
よる制限（A）

機器の設定に
よる制限（A）

ルータ

サイト

VPN
バーチャル・プライベート

ネットワーク

※輻輳（ふくそう）：様々な通信が特定箇所に集中する状態

ふくそう

無線APの電波干渉
で接続不良（C）

プロキシ
サーバ

サーバ機器

サーバ機器の
性能が低い
（D）

「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査（令和３年５月末時点）」（令和３年８月文部科学省） 42
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■ 我が国の固定系ブロードバンド契約者の総トラヒック

(*1)個人向けサービス（FTTH、DSL、CATV、FWA）（ただし、一部法人を含む）
(*2)2011年5月以前は、一部の協力ISPとブロードバンドサービス契約者との間のトラヒックに携帯電話網との間の移動通信トラヒックの一部が含まれていたが、当該トラヒックを区別することが可能となったため、

2011年11月より当該トラヒックを除く形でトラヒックの集計・試算を行うこととした。
(*3)2017年5月より協力ISPが5社から9社に増加し、9社からの情報による集計値及び推定値としたため、不連続が生じている。
(*4) 2017年5月から11月までの期間に、協力事業者の一部において計測方法を見直したため、不連続が生じている。

（出典：２０２１年７月２１日 総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課 公表資料より抜粋 枠は安彦が追記）

2019年5月 ⇒ 2021年5月
12,086Gbps ⇒ 23,899Gbps

97.7％増加
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■固定系ブロードバンドサービス契約者の曜日/時間帯別トラヒックの変化（過去5年との比較）

（ダウンロード
）

（出典：２０２１年７月２１日 総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課 公表資料より抜粋 枠は安彦が追記）
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総務省「接続料の算定等に関する研究会」資料より
（出典：2018年４月 一般社団日本プロバイダー協会(JAIPA)資料より抜粋）

*セッションベ

ースであるが
便宜上ユー
ザとしている
。



４．直近の調査結果について
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28,555 
(95.2%)

1,450 
(4.8%)

準備済み

準備中

臨時休業等の非常時における端末の持ち帰り学習の準備状況 (令和4年1月末時点)

全国の公立の小中学校等の95.2%（小学校等の95.2％、中学校等の95.2％）が端末の持ち帰りの準備済みと回答。

【「準備済み」を選択した学校のうち、非常時に自宅等の通信環境が整っていない児童生徒に対する代替手段 (学校数) （重複回答あり） 】

【非常時の端末の持ち帰り学習の準備状況 (学校数)】

ルータ等の
貸出し

当該児童生徒
のみ登校

その他(※)
「準備済み」
を選択した

学校数

合計
20,682
(72.4%)

11,975
(41.9%)

1,587
(5.6%) 28,555

小学校等
13,690
(72.6%)

7,878
(41.8%)

1,044
(5.5%) 18,856

中学校等
6,992

(72.1%)
4,097

(42.2%)
543

(5.6%) 9,699

【「準備中」を選択した学校の主な理由】
・端末の運用支援に関して教育委員会からのサポートが十分でない。
・持ち帰りについて一部の保護者の同意・理解を得られていない。
・該当校が極小規模校であるため、感染リスク等の低さを考慮し、登校を前提としている。
・該当校が特別支援学校であり、障害の特性を踏まえ持ち帰りを実施しない。

※「その他」を選択した学校の主な理由 ：

・ネットワークを介さずにオフラインで使用できるコンテンツを活用する

・低学年では紙の教材を活用する 等

【小中学校等（令和4年1月末時点)】

【調査の概要】
• 公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）及び特別支援学校（小学部・中学部）の端末の持ち帰り学習の準備状況について、教育委員会を通じて

すべての公立小中学校等について調査を実施。（令和４年１月末時点）

• 対象自治体等数：1,811自治体等

• 対象学校数： 小学校等（小学校、義務教育学校第1学年～第6学年、特別支援学校小学部）19,816校、

中学校等（中学校、義務教育学校第7学年～第9学年、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部）10,189校

※ 「自治体等」とは都道府県、市区町村、一部事務組合を含む公立の義務教育段階の学校設置者

準備済みの学校 準備中の学校 合計

合計
28,555
(95.2%)

1,450 
(4.8%) 30,005

小学校等
18,856 
(95.2%)

960
(4.8%) 19,816

中学校等
9,699

(95.2%)
490

(4.8%) 10,189

【小中学校等（令和4年1月末時点)】

19,939 
(66.5%)

9,260 
(30.9%)

766
(2.6%)

準備済み

準備中

準備をしていない

参考：公立小中学校等(令和3年7月末時点)
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義務教育段階における1人1台端末の整備状況

1,785自治体等

（98.5%）

27自治体

（1.5%）
整備済み 未完了

全ての児童生徒が学習者用端末を
活用できる環境の整備状況（自治体等数）

• 全自治体等のうち 1,785自治体等（98.5％）がR3年度内整備完了予定、27自治体（1.5%）がR3年度内整備未完了

• 以下の大部分の自治体においては、一部学年（主に小学校低学年）において整備が未完了だが、既存端末等により

発達段階に応じた利活用場面の調整などの工夫を行いながら活用している。

【令和４年４月以降に整備完了予定 ： ２７自治体】

江別市（北海道）、千歳市（北海道）、恵庭市（北海道）、新得町（北海道）、

青森市（青森県）、むつ市（青森県）、横手市（秋田県）、高畠町（山形県）、

須賀川市（福島県）、猪苗代町（福島県）、相馬市（福島県）、

茨城県、群馬県、千葉県、神奈川県、高浜町（福井県）、軽井沢町（長野県）、

飛騨市（岐阜県）、静岡市（静岡県）、大府市（愛知県）、三重県、

御坊市（和歌山県）、大津市（滋賀県）、長浜市（滋賀県）、隠岐の島町（島根県）、

四万十町（高知県）、神埼市（佐賀県）

＜未完了の主な理由＞
• 国庫補助対象外分（3クラスに1クラス分）は、当初から令和4年度以降の整備計画で進
めていたため

• 令和３年度に整備予算を措置していたが、入札や執行上の理由（半導体不足等）により、
納品が遅れているため

等

令和３年度末見込み

・ 当該調査における「学習者用端末」については、可動式端末（タブレット型・ノート型）に限定している。
・「整備完了」とは、児童生徒の手元に端末が渡り、インターネットの整備を含めて学校での利用が可能となる状態を指す。

※ 上記の自治体には、教育のICT化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）を踏まえ、令和４年
度（2022年度）までの計画で整備を進めている自治体を含む。

48



５．高等学校における１人１台端末環境について
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（１）整備に向けた対応策

（２）今後の方向性

②文部科学大臣・デジタル大臣からのメッセージの発信
「高等学校における１人１台端末の環境整備について」 （令和４年１月11日）
・高校の１人１台端末環境の重要性や早期整備に向けた促進についてのメッセージを発信。
（１月上旬に、整備途上自治体の知事等へ個別に整備促進を要請）

iOS

 令和４年度中に、すべての都道府県（政令指定都市含む）において、令和４年度１年
生の１人１台環境整備が完了予定。

①高校端末の整備に向けた通知の発出
「GIGAスクール構想における高等学校の学習者用コンピュータ端末の整備の促進について」
（令和３年12月27日付け文部科学省初等中等教育局長通知）
・高校の端末整備にあたり、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用等を通じた整備の加速を要請。

高校の１人１台端末整備に向けた取組について

 令和６年度までに、学年進行による整備を進める自治体も含め、全学年の１人１台環
境整備が完了予定。
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GIGAスクール構想における高等学校の学習者用コンピュータ端末の整備の促進について
（令和３年12月27日付け文部科学省初等中等教育局長通知）

【概要】
デジタル社会形成基本法（令和３年法律第３５号）第３７条第１項等に基づき、令和３年１２月２４日に閣議決定された「デジタル社会

の実現に向けた重点計画」では、「高等学校段階の１人１台端末については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用も
含め、各都道府県における整備状況を国としてフォローアップし、必要な取組を促す」とされたところです。
また、高等学校については、令和４年度入学生から、新学習指導要領が年次進行で実施されます。新学習指導要領においては、情報活用

能力を学習の基盤となる資質・能力の一つとして位置付けるとともに、情報科における共通必履修科目「情報Ⅰ」においても、全ての生徒
がプログラミング、情報セキュリティを含むネットワーク、データベースの基礎等について学習を開始することとなっております。
これらを踏まえても、高等学校段階においても１人１台の学習者用コンピュータ端末（以下単に「端末」という。）環境を早急に整備す

ることが必要です。

各学校設置者におかれては、これも踏まえつつ、義務教育段階で学んだ児童生徒が高等学校に進学しても切れ目なく同様の環境で学ぶこ
とができるよう、下記の事項にも御留意いただきつつ、関係部局等と緊密に連携し、保護者や地域等の十分な理解を得ながら、高等学校段
階における端末の整備について万全を期するよう重ねてお願いいたします。

記

１．令和３年度補正予算（第１号）の成立に伴う新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る令和３年度実施計画の第５回提
出等については、令和３年１２月２７日付け内閣府地方創生推進室事務連絡において、各地方公共団体宛てに周知されており、１人１
台端末が整備途上の場合、公費で端末を調達する場合に限らず、保護者への負担軽減策を講じる場合等においても同交付金の活用が可
能となっているので、活用する場合は、実施計画の提出期限を厳守するなど事務手続きに遺漏なきよう留意すること。

２．個人の端末の持ち込みにより高等学校の１人１台端末環境を整備する地方公共団体の中には、経済的困窮等の理由で端末を準備できな
い家庭に対し、端末の購入費の補助や立替等を行っている事例がある。このような取組については、文部科学省としても今後情報提供
を行う予定であるので参考とすること。

３．端末を整備する費用の負担軽減を図るため、文部科学省としては、関係省庁と連携しつつ、関係事業者等と意見交換等を実施している
ところであり、今後、有用なサービス等が提供される場合は、随時情報提供を行う予定であること。

高等学校の学習者用コンピュータ端末の整備の促進
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高等学校における１人１台端末の環境整備について（文部科学大臣・デジタル大臣からのメッセージ）

GIGAスクール構想の実現に向けて、これまで学校設置者、教職員や保護者の皆様など多くの関係者の多大なるご協力・ご支援を賜ったこ
ともあり、小・中学校については、概ね１人１台端末の環境が整備されました。
今年度より、試行錯誤いただきながらも、全国の学校で個別最適な学びと協働的な学びの実現に向けた取組が始まっており、数々の視察
を通じて現場の状況を拝見させていただき、この構想の重要性や構想を着実に推進していく重責を再認識いたしました。

本年4月からは高等学校において、新しい学習指導要領が年次進行で実施されるとともに、これまで自分専用の端末で学んできた中学３
年生が、高等学校へ進学することになります。
新しい学習指導要領では、情報活用能力を学習の基盤となる資質・能力の一つとして位置付けるとともに、情報科における共通必履修科
目「情報Ⅰ」においても、全ての生徒がプログラミング等について学習を開始することとなっております。
一方、多くの高校生が自身のスマートフォンを所有していることと思われますが、「情報Ⅰ」の指導内容や「大学入学共通テスト」への対応、
大学進学後の学びや就職時に求められるスキルなどを考慮すると、それだけに頼る学びでは高校生に必要とされる資質・能力を身に付けるに
は不十分です。
また、今なお、新型コロナウイルス感染症への対策に予断を許さない状況が続いております。こうした中、高等学校においても１人１台端末
の環境を１日も早く整備することは、高校生の学びを止めない、「誰一人取り残されない」デジタル社会の実現のためにも極めて重要です。

高等学校における端末整備については、昨年７月に実施した、GIGAスクール構想に関する教育関係者へのアンケートでも「自治体レベル
で端末導入のばらつきがある状態を是正すべき。」などの御意見をいただいており、これも踏まえ、昨年12月に閣議決定された「デジタル社会の
実現に向けた重点計画」において、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用も含め、各都道府県における整備状況を
国としてフォローアップし、必要な取組を促す」旨記載されたところです。現在、全ての都道府県において、１人１台端末の環境を整備するとい
う方向と承知しておりますが、自治体が公費で整備したり、保護者にご購入いただく場合に負担軽減のための補助を行ったりするなど、その整
備方針は様々です。
財源については、既に１人１台端末の環境整備に必要な経費の３分の１相当について地方財政措置が講じられていますが、その他、新
型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの国費も活用し、公費整備に限らず保護者負担の軽減を検討されている事例もあり
ますので、こうした事例を周知するなど、全国どの高等学校においても１人１台端末の環境が速やかに実現されるよう支援してまいります。

デジタル社会を生きる子供たちにとって、今やPC端末は、鉛筆やノートと並ぶマストアイテムです。１人１台端末の環境による個別最適な学
びと協働的な学びを全ての高校生に届けられるよう、今後とも、より一層のご協力・ご支援を心からお願い申し上げます。

令和４年（2022年）1月11日
文部科学大臣 末松 信介
デジタル大臣 牧島 かれん
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公立高校における端末の整備状況（見込み）について（都道府県別）
（令和４年度見込み）

【備考】
・ 都道府県立の公立高校のみ
・ 見込整備状況は、公立高等学校の令和４年度見込生徒数に対する見込整備台数の割合
令和４年度の見込整備台数（令和３年度末の整備台数＋令和４年度の新規整備予定台数）

※下記の整備期間・費用負担の方針については、各自治体において調整中の場合を含む。

設置者負担で整備した端末（PC教室除く）
PC教室において共用するために整備している端末
保護者負担で整備するBYOD端末

＊ 令和４年度中追加整備見込み
（淡黄色の部分は、個人所有端末の活用等、今後整備が見込まれる部分）
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公立高校における端末の整備状況（見込み）について（政令指定都市別）
（令和４年度見込み）

【備考】
・ 政令指定都市立の公立高校のみ
（市立高等学校の設置がない自治体は除く）
・ 見込整備状況は、公立高等学校の生徒数に対する令和４
年度の見込整備台数の割合
令和４年度の見込整備台数（令和３年度末の整備台数
＋令和４年度の新規整備予定台数）

設置者負担を原則
５自治体

保護者負担を原則
1３自治体

設置者負担で整備した端末（PC教室除く）
PC教室において共用するために整備している端末
保護者負担で整備するBYOD端末

＊ 令和４年度中追加整備見込み
（淡黄色の部分は、個人所有端末の活用等、今後整備が見込まれる部分）
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出典：活用事例集より抜粋
https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufuk
in/pdf/jireisyu_vol2-1.pdf

新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金の活用事例集（抜粋）

（参考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
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（島根県の事例）
・端末購入費の、1/3相当額を補助。
・端末購入費の分割支払いを希望する家庭には、無利子の奨学金を貸与。

島根県教育委員会HP：
https://www.pref.shimane.lg.jp/education/kyoiku/ikusei/ikusei/koukouict.data/hitoriitidai0601.pdf

（参考）高校端末整備（ＢＹＯＤ）に係る保護者負担軽減策

島
根
県
教
委

保
護
者
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徒

＜スキーム図＞＊令和４年度入学生から支援実施

事業者

(公財)島根県育英会

端末購入
に係る

３者協定
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6．目指すべき次世代の学校・教育現場
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目指すべき次世代の学校・教育現場

個別最適な
学び

校務の効率化
～学校における事務を

迅速かつ便利、効率的に～

教育データの
利活用による
効果的な学び

の支援

全ての子供たちの可能性を引き出す、
個別最適な学びと協働的な学びの実現

協働的な学び

意見・回答の
即時共有を通じた
効果的なグループ

別学習

知識・技能の
定着を助ける
デジタルドリル

病院に入院している子供と
教室をつないだ学び

学習履歴、行動等の様々な
ビッグデータ分析による「経験知」
の可視化、新たな知見の生成

校務支援システムを
活用した校務の効率化

遠隔技術を活用した
大学や海外との連携授業

ベテラン教師から若手教師への
「経験知」の円滑な引継ぎ

個々の子供に応じた
よりきめ細やかな指導方法の
開発・実践

校内・教育委員会等
とのデータ即時共有

GIGAスクールを基盤とした令和の日本型学校教育

障害のある児童生徒
への支援の充実

不登校児童生徒
への支援の充実

個々の子供の状況を
客観的・継続的に把握

学びの基礎となる
デジタル教科書

遠隔技術を活用した
場所に制約を受けない
教員研修や採点業務

データに基づいた最適な教材・指導案
の検索やレコメンド
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～ 子供の認知過程を踏まえた学習データの活用イメージ ～
様々な学習活動をデジタルデータで見える化し、全国的なデータを安全に収集・活用

することにより、子供の学びをデータに基づいて最適化・高度化していくことも可能。
（参考図）「教育目標の分類学（ブルーム・タキソノミー※）」を基にした活用イメージ
※ 詳細はH28.12.21中央教育審議会答申「幼稚園､小学校､中学校､高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」P119参照

学習データの活用イメージ（ソフト面）

（出典：(株)NEL&M田中康平氏
作成資料より）

参考
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学
校
等

都道府県

視学官・教科調査官
局内関係課

GIGA StuDX推進チーム

・・・

・・・

「GIGA StuDX 推進チーム」と教育委員会・学校との情報交換プラットフォーム
文部科学省のGIGA StuDX推進チームと、各教育委員会のICT活用担当の指導主事等が人的ネットワークを構築し、
学校等の取組の状況、教育委員会のサポート状況や、課題とその解決策等を双方向にやり取りしながら、文部科学省と
自治体、自治体同士のつながりを強化し、全国の学校等におけるICT活用の充実につなげ、協働して「GIGAスクール構想
の実現」に取り組む。

指定都市
指定都市間での情報共有

・・・

市区町村

文
部
科
学
省

都道府県内、地域ブロック（都道府県間）での情報共有

「StuDX Style」や
メールマガジンで
情報発信・共有

活用事例・対応事例
等

ギガ スタディーエックス

教
育
委
員
会

第
三
の
人
的

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・・・
ICT活用担当の指導主事等

第
二
の
人
的

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

第
一
の
人
的

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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特設ウェブサイト 「StuDX Style」 について

GIGAに慣れる活用事例

特設ウェブサイト 「StuDX Style」 では、1人1台端末の更なる利活用の促進に向けて、全国の学校や自治体から提供いた
だいた端末の活用方法に関する優良事例等を数多く紹介しています。

具体的には、①活用のはじめの一歩となる「慣れる」「つながる」活用事例、②各教科等での活用事例、③STEAM教育等の教
科等横断的な学習に取り組んでいる事例があります。

「つながる」活用事例

各教科等での活用事例
各教科等の指導における1人1台端末の活用事例について

小学校・中学校・高等学校の各教科等のポイントや、各教
科等の特質を踏まえた活用事例を紹介しています。

STEAM教育等の教科等横断的な学習の取組事例
STEAM教育等において、各教科等での学習を実社会での

問題発見・解決に生かしていくための教科等横断的な学習
を推進している自治体や学校の取組事例を紹介しています。

スタディーエックス スタイル

StuDX Style ウェブサイト URL：https://www.mext.go.jp/studxstyle/ （令和4年1月）

「教師と子供がつながる」「子供同士が
つながる」「学校と家庭がつながる」「職
員同士でつながる」について、授業等での
活用のヒントが欲しい先生に向けての活用
事例を紹介しています。

学習環境づくり等の取り組みやすい事例
や、パスワード指導やルールづくり等の適
切で安全な端末活用の事例などを中心に、
1人1台端末の活用に取り組み始める先生方
へのヒントとして紹介しています。

各OS事業者との連携 特集ページ
各OS事業者と

連携し、StuDX 
Styleの事例の使
い方などを紹介
しています。

自宅等でのオンライン
を活用した学習指導に関
する事例や、先進的に取
り組んでいる自治体の研
修情報やコンテンツ情報
などを紹介しています。
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文部科学省では、STEAMの各分野が複雑に関係する現代社会に生きる市民、新たな価値を創造し社会の創り
手となる人材として必要な資質・能力の育成に向け、各教科等での学習を実社会での問題発見・解決に生か
していくための教科等横断的な学習を推進しています。

「STEAM教育等の教科等横断的な学習の推進」について
ス テ ィ ー ム

STEAM教育
等の教科等

横断的な学習

STEAM教育
等の教科等

横断的な学習

STEAM教育等の教科等横断的な学習の推進：
https://www.mext.go.jp/studxstyle/index3.html
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文部科学省WWL事業(立命館宇治高等学校の事例）
新たなグローバル教育の実践〜『Inspire High』の活用レポート

コロナ禍で世界との扉が閉ざされてしまった今だからこそ、
オンラインで世界中の大人とつなぐ新たな探究型キャリア教材『Inspire High』を活用し、
中高生に向けた、新たなグローバル教育を実践。

実施概要

WWL事業の一環として拠点校である立命館宇治
高等学校が主催した『AFTER FOCUS』のメイ
ンイベントとして、オンライン型探究・キャリ
ア教材『Inspire High（インスパイア・ハイ）
』を体験。台湾デジタル担当大臣・オード
リー・タン氏とのセッション『社会はどう変え
られる？』を参加者が体験

実施DATA
実施日 ：2021年2月13日
実施会場：オンライン（一部オフライン）
主催 ：立命館宇治高等学校（WWL拠点校）
参加校 ：国内25校・海外9校
体験者 ：109名の生徒

※『AFTER FOCUS』とは
WWLの中で、社会課題の解決に向けて取り組みを行っている日本国内51校・海外14校の65校から370名が集い、それぞれのプロジェクトのブラッシュアップと発表を
行った「第３回全国高校生SR サミット“FOCUS”」(2020年11月実施)。その後、各校でのプロジェクトの取り組みを報告しあい、お互いの成長を共有・関係を再構築
する場として開催されたのが「AFTER FOCUS」イベント。国内25校・海外9校より49プロジェクトの報告がありました。オンライン開催ならではの新しい学びの形を
考え、今一度「社会を変える」という点での参加者たちの気持ちを合わせるため、生徒が成果発表を行なう前に、Inspire Highのプログラムを実施。

参加者によるアウトプット作品（テーマ『変えたい社会の風景を見つける』）会場での参加風景

セッション体験画面
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